
書式第 12号 (法第28条関係)

2023年 度  事 業 報 告 書
特定非営禾|」活動法人  P“ce Field Japan

1 事業の成果
2023年度はようやく新型コロナウィルス感染も収まり、中東からの渡航も可能となり、「絆プロジェ
クト2023」 を再開することができた。しかし、現地事情により2023年度はパレスチナからのみの参
加となったが、パレスチナの大学生 4名が日本の大学生 7人とともに小菅村に集い交流プログラムを
実施した。人と自然とのFυ田和や共生の精神を受け継ぐ里山の暮らしや伝統にふれる体験を共有するこ

とで、お互いを理解し、絆を築くとともに持続可能な社会をつくるために何ができるか一緒に考えた。
2023年の事業では、2007年の絆プロジェクトのパレスチナ人参加者が引率者として、2016年のイス
ラエル人参加者と2018年のパレスチナ人参加者がボランティアとして参加し、絆コミュニティがしっ
かりと受け継がれていることが確認できた。

平和教育推進事業では、PFJカ フェを実施し、過去の絆プロジェクトにおけるボランティア経験者
が、将来グローバルに活躍することを目指す若者を対象に、自らの経験を語ってもらうオンライン・ト
ークセミナーを実施した。

その他、ウェブサイトでの情報発信や会報の発行、年次報告書の作成等当団体の広報活動を積極的に

行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4,505】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国際交流促進
事業

“絆"KZUNAプロジェ
クト 2023
2023年度は、パレスチナ
と日本の大学生が小菅

村に集い、里山のライフ

スタイル、持続可能性、

地域の課題解決の取 り

組みなどに関する体験

活動を行った。また、イ

スラエル、パレスチナの

過去の参加者各 1名 が
ボランティアとして参

加し運営に携わった。

2023で年18

月 11日 ～
21 日

山梨県

小菅村
3人

パ レスチ

ナの大学

生 4名 、
日本の大

学生 7名

30名 4,227

平和教育推進
事業

PFJカフェ
将来グローバルに活躍

することを目指す若者

を対象に現在社会で活

躍 している先輩達から

体験を語ってもらうオ

ンライン トークセミナ

ーを実施。講師として

2012年、2022‐年の絆プ
ロジェクトにボランテ

ィアとして参加し

2024年
2´月 3 日

オンラ
イン

2人 日本の参
加者
18人 30

従事者
人数



が「私のキャリ

ア形成」というテーマで

講演。

国際
平和
に関
啓発

交流
推進
する
事業

及び
活動
普及

3人
一般市民 不特定

多数
64

ウェブサイ ト上での活

動の発信
随時

法人事
務所

2人 一般市民
不特定

多数
66

年次活動報告書を発行

し、活動を紹介した。
年 1回

法人事
務所

3人 一般市民
不特定

多数
118
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工会員受取会,(20名 )

贅助会員受取会

'(15名
,

1~~晏取否彙

150,000
338.000
25.002

513.662

協資金

個人/団 体寄付金

事全

2 曼取書‖金

助成全

助咸金
助咸全

(一般社団法人東京倶楽部 )

(二をUFJ国際財団 )
(公さ財団法人キ ワニス 日本財団 )

2.000.000
500.000

_300000

2.300.0003 受取勁咸全等

873,900
0

50,00)

923.900

国際交流促進事彙収益

平和教育推進●業収益

普及啓発事業●●

4 事業収奎

,'1.,21

171.099

受取利忠

家安一部負担金

5~7あ面OII

4 ,30.283

用

事

交際★

会議賣

通信費
消耗品■

事務用品,
水道光熱費

議会 ,
支払手数料

地代家賃

保険料

筆費

印刷製■■

渡航★

国内交通費
宿泊女
体験活動費

交流会 ,
食費
保健

"生
■

澪饉謝全

0

12.150
64,086
01.514
25,968
0
O

58,140
305.085
21.273
1.315
09.300
1,794.464
303.“旦
1,440,255
125,886
0

193.903
10.987
25.000

(1)
給料手当

■員報酬

退職給●費用

役員燿酬

給料手当

退職給●費用

福利厚生妻

(1「人絆■

交際費
会議費

通信■

消耗品★

事務用品,
水道光熱☆

新田図■■

諸会,
支払手数料

地代家賃

清掃代
リー ス料

保険料

祖視公課

稽費
印刷製本

'国内交通費

食,
保健青生,
更新料

5,400
0

90.472

129.814

7.385

50,032

0

0
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11,782

381.234(2)~そ あ画面彙

顕

８‐Ｏ
ｍ

０
０

ｍ

即

。
。
一

電
●

■
　
　
　
　
　
　
一 881 231

5386614
64,331B

2.000.000

2∞00((
用

災害損失

300.0(XI

|燿  `  ヽ 外 滅 C
1 052 669瞑

■■ 2.8'5.37,
3 020 046 ヽ 財 i )+

書式第 13号 (法第28条関係)         
匝 ≡ 報 三 用]

2023年度 活動計算書 (その他事業が生登場合 )
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Peace Field Japan

金   額 小計 .合計

1

現金預金

前払費用 (家賃・共益費 4月 分 )
未収入金

2
1

什器備品

2 形

ソフトウェア

(3 その の

差入保証金

3,307,985
104,060
0

3.412.045

()

516,000

516 001

【A】 資 産 合 計 ①+② 3.928.046

-1
1

未払費用

前受金

仮受金

2

長期借入金
退職給付引当金

+

0

0

0

0

0

ル| 正

正

2,875,377
1.052.669

3 928 046

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 3,928,046



式 16号 (法 28条関係 )

2023年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Peace Field Japan

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は保有していません。
最終仕入原価法による原価法
(2)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定による定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金計上はしていません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
会計処理しておりません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっております。

2. 事業別損益の状況
円 )

管理部門 合計事業部門計
事

国際交流

促進事業

平和教育

推進事業
科 目

171 721

330,000
513,662

2,800,000
923,900

171,72

0

513,662

2,800,000
923,900
0

0

513,662

2,800,000
873,900
0

12,150
147,557
191,328
33,353

50,032
0

0

493,114
406,780
11,782

26,328
40,083
3,600
0

1,315
69,300
1,794,464
303,648

1,440,256
125,886
0

194,251
10,987
25,000
0

5,400
386,6145

0

93,472
129,814
7,385
50,032
0

0

434,968
101,695
11,782
26,328
15,810
3,600'

0

0

0

0

600
0

0

0

348
0

0

0

5,400
881 234

12.1501

54.0851

61.5141

25,96:|

0

0

58,146
305,085
0

0

24,273
0

0
1,315
69,300
1,794,464
303,0481

1,440,256
125,886
0

193,903
10,987
25,000
0

0

4,505 38()

32,956
91,526
0

0

0

0

0

0
69,300
0

700
0

0

12,1501
7401

61,5141

25,9681

0

0

0

25,190
183,051
0

0

24,273
0

0

1,315
0

1,794,464
302,348
1,440,256
125,886
0

193,903
10,987
25,000
0

0

227,0451

０

０

０

０

０

０

０

０

０８

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
通信費
消耗品費
事務用品費

水道光熱費

新聞図書費
諸会費
支払手数料
地代家賃

清掃代
リース料

保険料

租税公課

減価償却費
雑費
印刷製本費
渡航費

国内交通費
宿泊費
体験活動費

交流会費

食費
保健衛生費

講師謝金

更新料
交際費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

■□園画回 ■□日匹□■■園図四 ■■四画國

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。

5,386,|1     881,23′4.505,38(24r、 U2」10.5t
∠ゝ b4`.,l   △ 19r.821∠ヽ 39,43:



内容 金額 算定方法

4

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円)

5. 固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

地代家賃について、事業費75%、 管理費25%の配分とした

その他の事業に係る資産の状況

ウ
′

８

）

内容 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

差入保証金

へ́
=■ロ ロ |

0

350,000

0

516,000

0

350,000

0

516,000

0 1

516,000

350,000 516,000 350,000 516,000 516,001

科 目 当期借人 当期返済 期末残高

合計

科 日

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近規者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

期首残高 1当期増加額 1当期減少額

1 期首残高

「

~~~~「 ~~~~「 ~~~~「 ~~~~



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Peace Flold Japan

147,152
2,458,734
702,099
0

3,307,985

104,060
104,060

1

イ十

2)

):, .\ >
品

差入保証金
株式会社新協社製作所

現金預金

手元現金
三井住友銀行渋谷駅前支店普通預金

みずほ銀行九段支店普通預金

前払費用

家賃・共益費 4月 分

車両運搬具

事業用車両

バスケットボール振興会負担
バスケットボール振興会負担

棚卸資産

販売用寄附物品

ソフ トウェア

文書編集ソフ ト

3.412.045

516,000
516.000

516,000

516.001

3.928.046【A】 責 産 合 計 ①+②

|―
・

未払費用

電気料金3月 分
水道料金3月 分

前受金
正会員会費

百硬否研
~TTTO

流|

長期借入金
借入金

退職給付引当金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

3.928.046【B-2】 正 味 財 産 合 計  【A】 ― 【B-1】

‐ 測■■1■■■ロロ■EI:相■■H■ 鵬ヨ■

|■日 ■]日 IEI

|

|



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

特定土営型量動法人 Peace Field Japan

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

氏   名

1 理事・監事

ムラ′ヽシ ヤスユキ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年村 橋 靖 之

2 理事・監事

ナトウ   エリ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年佐 藤 江 里

3 理事・監事

コイズミ ヒロシ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日小 泉  博

4 理事・監事
ムラ′ヽシ マリ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年 月 日村 橋 真 理

5 理事・監事

ハシモ ト ヒロ ト 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年橋 本 裕 人

6 理事・監事
キタムラ ヨンコ

 

2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年北 村 仁 子

7 理事・監事

タカサキ ナオコ 2023年  4月  1日

2023年 10月 31日

年  月  日

年  月  日高 崎 尚 子

8 理事・監事

オオキ コウジ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年大 木 幸 司

9 理事・監事
2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日今 野 沙 織

10 理事・監事

ササキ ユカ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年   月 日

曰年 月佐々木 有加

2023年 度年間役員名簿 J泄曹篇痣[虐ぢ雛 騒1雲驚酬鮮』諸i明哲所並

コンノ サオリ



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事葉年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人   Peace Field Japan

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11 理事・監事

ムラカミ マキ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

目年村 上 員 樹

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

理事・監事

年

年

月   日

月   日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日

理事・監事

年

年

月

月

日

曰

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年  月  日

年 月 日

年

年

月

月

日

日

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏   名

1
村 橋 靖 之

2
鈴 木   啓

3 櫻 井   友

4 松 浦
元 子

5
矢 田 重  明

6
立 山 良 司

7
武 内 紀 江

8
北 村 聡 ― 郎

9 蒲
田 尚 史

10
吉 田 富 枝

11
小 泉  博

12 村 上 員 樹

特定非営利活動法人__Peace F e d Ja叫 ___

|

|

|
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